
第26期

JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社

貸    借    対    照    表 

平成28年3月31日現在

(単位:千円)

資　　　産　　　　の　　　部 負　　　　債　　　　の　　　　部

流　動　資　産 18,091,934 流　動　負　債 3,254,465

現金及び預金 8,061,159 預り金 107,837

未収還付法人税等 324,262 未払手数料 1,038,657

前払費用 16,818 未払金 759,734

未収入金 354,289 未払費用 853,500

未収委託者報酬 2,162,453 賞与引当金 494,736

未収収益 1,290,411

関係会社短期貸付金 5,569,000

繰延税金資産 260,451

その他 53,086

固　定　資　産 1,553,283 固　定　負  債 805,564

投資その他の資産 1,553,283 長期未払金 269,844

関係会社株式 60,000 賞与引当金 404,551

投資有価証券 751,627 役員賞与引当金 131,169

敷金保証金 630,775

前払年金費用 35,340

繰延税金資産 56,038

その他 19,500 負　債　合　計 4,060,030

純　　　資　　　産　　　の　　　部

15,618,766

資本金 2,218,000

資本剰余金 1,000,000

資本準備金 1,000,000

利益剰余金 12,400,766

利益準備金 33,676

その他利益剰余金 12,367,089

繰越利益剰余金 12,367,089

評価・換算差額等 △ 33,579

その他有価証券評価差額金 △ 33,579

純　資　産　合　計 15,585,186

資 産 合 計 19,645,217 負債及び純資産合計 19,645,217

株主資本

平成28年3月期
決算公告



第26期

JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社

損    益    計    算    書　

自平成27年4月1日  至平成28年3月31日

(単位:千円)

経常損益の部

営業損益の部

営業収益

委託者報酬 11,803,978

運用受託報酬 6,734,573

業務受託報酬 1,030,380

その他営業収益 217,644 19,786,577

営業費用及び一般管理費

支払手数料 5,375,242

その他営業費用 3,041,710

一般管理費 11,183,126 19,600,079

営業利益 186,497

営業外損益の部

営業外収益

受取配当金 290,744

受取利息 27,892

その他営業外収益 41,994 360,631

営業外費用

為替差損 9,906

その他営業外費用 5,785 15,692

経常利益 531,436

税引前当期純利益 531,436

法人税、住民税及び事業税 230,061

法人税等調整額 97,827

当期純利益 203,547



（単位：千円）

その他利益剰余
金

繰越利益
剰余金

2,218,000 1,000,000 1,000,000 33,676 12,163,541 12,197,218 15,415,218

当期純利益 - - - - 203,547 203,547 203,547

株主資本以外の項目の当
期変動額(純額)

- - - - - - -

- - - - 203,547 203,547 203,547

2,218,000 1,000,000 1,000,000 33,676 12,367,089 12,400,766 15,618,766

0 0 15,415,218

当期純利益 - - 203,547

株主資本以外の項目の当
期変動額(純額)

△33,579 △33,579 △33,579

△33,579 △33,579 169,968

△33,579 △33,579 15,585,186

利益
準備金

利益
剰余金
合計

当期首残高

当期変動額

第26期

JPモルガン・アセット・マネジメント株式会社

株主資本等変動計算書

自平成27年4月1日  至平成28年3月31日

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

資本
準備金

資本
剰余金
合計

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

当期変動額合計

当期末残高



1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

その他有価証券

時価のあるもの

(2) 引当金の計上基準
賞与引当金

役員賞与引当金

退職給付引当金

(3) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

2． 貸借対照表に関する注記
関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権　2,217千円
短期金銭債務　377,572千円

3． 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
営業収益　9,228千円
営業費用及び一般管理費　377,572千円

営業取引以外の取引による取引高　317,891千円

　従業員に対する退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務と年金資産の見込額に
基づき退職給付引当金を計上しております。ただし、当事業年度末においては、年金資産の額が、退職
給付債務に未認識数理計算上の差異等を加減した額を超過するため、資産の部に前払年金費用を計上
しております。
　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につい
ては、期間定額基準によっております。
　過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8年）
による定額法により、発生した事業年度から費用処理しております。
　数理計算上の差異は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（8年）によ
る定額法により按分額を、それぞれ発生した翌事業年度から費用処理することとしております。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　役員に対する賞与の支給、及び親会社の運営する株式報酬制度に係る将来の費用負担に備えるた
め、当事業年度に帰属する額を計上しております。

個　別　注　記　表

　期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移
動平均法により算定）を採用しております。

　従業員に対する賞与の支給、及び親会社の運営する株式報酬制度に係る将来の費用負担に備えるた

め、当事業年度に帰属する額を計上しております。

　移動平均法による原価法を採用しております。



4． 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　 56,265株

5. 税効果会計に関する注記

6． 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

② 金融商品の内容及びそのリスク

③ 金融商品に係るリスク管理体制
(i) 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

(ii) 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

(iii) 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　一時的な余資は主に流動性の高い公社債投資信託で運用しております。
　自社が設定する投資信託やグループ会社が運用する投資信託について、その設定時に運用上十分な信
託財産があることが見込めない場合に、「シードキャピタル」として当該投資信託を自己資金により取得する
ことがあります。
　当社は、営業活動援助のため、子会社であるJPMAM Japan Cayman Fund Limitedへの短期貸付を行って
おります。

　営業債権のうち、自社が設定・運用する投資信託から受領する未収委託者報酬、及び未収収益のうち国
内年金基金等から受領する債権については信託銀行により分別管理されている信託財産から回収され、一
般債権とは異なり、信用リスクは極めて低いと認識しております。　海外グループ会社に対する未収収益は
未払費用と部分的に相殺され、信用リスクが軽減されております。また、外貨建て債権の未収収益について
は為替の変動リスクに晒されておりますが、外貨建て債務と部分的に相殺され、為替変動リスクが軽減され
ております。

　関係会社短期貸付金は、子会社であるJPMAM Japan Cayman Fund Limitedの営業活動から得られる
キャッシュ・フローをモニタリングしており、貸倒や回収遅延の懸念はほぼないと認識しております。

　投資有価証券は、上述のシードキャピタルであり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である未払金は基本的に3ヶ月以内の支払い期日であり、未払手数料、及び未払費用について
はそのほとんどが6ヶ月以内の支払い期日であります。一部外貨建てのものについては、為替の変動リスク
に晒されておりますが、上述の通り外貨建て債権と部分的に相殺され、リスクが軽減されております。

　関係会社に対し短期貸付を行っており、関係会社短期貸付金は貸出先の信用リスクに晒されております。
関係会社短期貸付金は、3ヶ月の期日であり、金利の変動リスクは僅少です。

　営業債権のうち、海外グループ会社に対する未収収益は担当部署が各関係会社ごとに期日及び残高を
定期的に管理し、回収懸念の早期把握を図っております。

　各部署からの報告に基づき担当部署が適宜資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持な
どにより流動性リスクを管理しております。

　外貨建ての営業債権債務のうち、大半を占める米国ドル建ての債権債務に対しての為替変動リスクにつ
いては担当部署が月次でモニタリングしており、債権もしくは債務の超過に対して米国ドル建て預金と円建
て預金との間で資金移動をして為替変動リスクの軽減に努めております。

  敷金保証金は建物等の賃貸契約に関連する保証金であり、差入先の信用リスクに晒されております。

繰延税金資産の発生の主な原因は未払費用、未払事業税及び賞与引当金損金算入限度超過額であります。



(2) 金融商品の時価等に関する事項
①

貸借対照表計上額 時価 差額

(1)
(2)
(3)
(4)
(5)
(6)
(7)

(1)
(2)
(3)
(4)

（注）１．金融商品の時価算定方法

資産
（1） 現金及び預金、（2）未収入金、（3) 未収委託者報酬、（4）未収収益及び（5）関係会社短期貸付金

（6） 投資有価証券

（7） 敷金保証金

負債
(1) 未払手数料、（2）未払金、及び（３）未払費用

(4)

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

関係会社株式

② 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

18,822,124        △ 2,407

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価
額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

60,000                
　　関係会社株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を
把握することが極めて困難と認められるものであるため、上表に含めておりません。

貸借対照表計上額

（単位：千円）

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によっておりま
す。

　敷金保証金の時価については、当該保証金の返還時期を基に、日本国債の利回りで割り引いた現在価
値により算定しております。

長期未払金
　長期未払金の時価については、当該未払金の支払までの期間を基に、日本国債の利回りで割り引いた現
在価値により算定しております。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま
す。

負債計 2,921,735            2,922,877          △ 1,141

-                         

未収収益 1,290,411            1,290,411          -                         

　平成28年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含めておりません。また、時価を把握することが
極めて困難と認められるものは次表には含めておりません（（注）２．参照）。

（単位：千円）

未収入金
現金及び預金 8,061,159            8,061,159          -                         

354,289               354,289             

630,775               633,182             △ 2,407
投資有価証券 751,627               751,627             -                         

未収委託者報酬 2,162,453            2,162,453          -                         

資産計 18,819,717          

未払費用 853,500               853,500             -                         
長期未払金 269,844               270,985             △ 1,141

未払手数料 1,038,657            1,038,657          -                         
未払金 759,734               759,734             -                         

関係会社短期貸付金 5,569,000            5,569,000          -                         

敷金保証金



7. 関連当事者に関する注記
(1) 関連当事者との取引

1.親会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）　関係会社等配賦経費については、実際発生額に基づき負担しております。

2.子会社

取引条件及び取引条件の決定方針等

3.兄弟会社等

（注1）

（注2） 取引条件及び取引条件の決定方針等

(２) 親会社又は重要な関連会社に関する注記
親会社情報
直接親会社 JPモルガン・アセット・マネジメント（アジア）インク(非上場)
最終的な親会社 JPモルガン・チェース・アンド・カンパニー

8. 一株当たり情報に関する注記

(1) 一株当たり純資産額 円
(２) 一株当たり当期純利益 円

親会社

JPモルガン・ア
セット・マネジメ
ント（アジア）イ

ンク

米国
ニューヨーク

1千米ドル 持株会社
被所有
直接
100％

役員の兼任
関係会社等
配賦経費

377,572 未払費用 377,572

科目
期末残高
 （千円）

種類
会社等の名

称
所在地

資本金
又は出
資金

事業の
内容

議決権
等の所
有（被所
有）割合

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
 （千円）

取引金額および期末残高には、消費税等は含まれておりません。

最終的な親会
社が同一であ

る会社

ジェー・ピー・
モルガン・サー
ビス・ジャパン・
リミテッド東京

支店

東京都
千代田区

1千米ドル
不動産の売買・賃
貸借および総務

の代行業等
なし 総務の代行

595,401敷金保証金595,401
敷金保証金
の預け入れ

事務所退去
費用の預け

入れ
30,481 未収入金 285,388

（注）　資金の貸付については、貸付利率は市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間３ヶ月であります。なお、担
保は受け入れておりません。

- -

期末残高
 （千円）

子会社
JPMAM Japan
Cayman Fund

Limited

ケイマン諸島
グランドケイマ

ン

3,500千
円

外国投資信託の
管理会社としての

業務

所有
直接
100％

資金の貸借等及び役員の
兼任

議決権
等の所
有（被所
有）割合

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
 （千円） 科目種類

会社等の名
称

所在地
資本金
又は出
資金

事業の
内容

資金の貸付
（注）

25,937,000
関係会社短期

貸付金
5,569,000

資金の回収 24,566,000

受取利息 27,891 未収収益 2,217               

配当の受取 290,000

調査費に関しては、運用の再委託の一般的な手数料率を勘案し、協議の上、再委託契約を結んで行っております。

276,996.12
3,617.66

期末残高
 （千円）

最終的な親会
社が同一であ

る会社

JPMorgan
Asset

Management
(UK) Limited

英国
ロンドン

24百万
ポンド 投資運用業 なし

投資の助言または投資一
任（当社からの運用再委

託）
調査費 1,136,095 未払費用 262,924

議決権
等の所
有（被所
有）割合

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
 （千円） 科目種類

会社等の名
称

所在地
資本金
又は出
資金

事業の
内容



9． その他の注記
(1) 有価証券に関する注記

① 関係会社株式

② 有価証券

③ 当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成27年4月1日至平成28年3月31日）

(2) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

合計 751,627               800,030              △ 48,403

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

その他
751,627               800,030              △ 48,403投資信託

取得原価 差額

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

その他
-                         -                        -                        投資信託

投資信託

　関係会社株式　(貸借対照表計上額　60,000千円）については市場価格がなく、時価を把握することが極め
て困難と認められるものであることから、記載しておりません。

（単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
その他

20                      0 -

（単位：千円）

種類 貸借対照表計上額




